
仕  様  書 
 

１．番  号 ： 令和６年度（   ）第    号 

 

２．件  名 ： 児童生徒尿検査業務委託 

 

３．場  所 ： 名張市 丸之内 ほか 地内 

 

４．契約期間 ： 契約日～令和９年３月３１日【複数年契約】 

         ただし、令和６年３月３１日までは準備期間とする。 

 

５．検査期間 ： 令和６年４月１日から令和６年６月３０日まで（令和６年度） 

         令和７年４月１日から令和７年６月３０日まで（令和７年度） 

令和８年４月１日から令和８年６月３０日まで（令和８年度） 

          

６．契約方法 ： 一次検査及び二次検査の１検体当たりの単価（税抜き）で契約を行うものと

する 

 

７．支払条件 ： 業務終了後、一括払い（年度ごと） 

 

８．内  容 ： 学校保健安全法施行規則第６条に基づく児童生徒の尿検査 

 

ⅰ）尿検査（一次） 

    ア．検査 対象 者  名張市立小中学校の児童生徒全員 

    イ．検査予定数量  ５，６３９検体（年度ごと） 

    ウ．検 査 項 目  蛋白・潜血・糖 

    エ．検 査 要 領  ①試験紙法による検査 

②採尿容器により採取した検体（早朝尿）を用いた検査につき、

指定する日までに採尿容器等検査に必要となる器材等を各学校

へ納品すること。 

③定められた日時に各学校・名張市教育委員会事務局（予備日）

へ検体の回収に行くこと。 

④回収した検体は、当日中に検査すること。 

⑤検査結果は、検査後２週間以内に紙媒体により各学校へ納品す

ること。 

⑥二次検査及び精密検査が必要な児童生徒がある場合においては、

対象者宛ての再検査通知書も作成し、合わせて納品すること。 

ⅱ）尿検査（二次） 

    ア．検査 対象 者  一次検査において、次に記載の検査項目が陽性（＋以上）であっ

た者（管理指導されている児童生徒を除く） 

    イ．検査予定数量  １７０検体（年度ごと） 

ウ．検 査 項 目  蛋白・潜血 

    エ．検 査 要 領  ①～⑤一次と同様 

⑥対象者宛ての検査結果も作成し、合わせて納品すること。 



 

９．特記事項及び留意事項 ： 

ア．学校別の検査予定数量は、別紙一覧表のとおりとする。（毎年、同数とする） 

イ．検査予定数量に増減が生じた場合でも単価の変更は行わない。 

ウ．検査に当たっては、学校検尿システム手順（三重県教育委員会）に基づき実施するこ

と。 

エ．回収した検体を検査するまでの間、適切な環境のもとで保管・管理すること。 

オ．検査に必要となる書類・採尿容器等の器材にかかる費用も検査費用に含めることとす

る。 

カ．各学校から提供する対象者名簿により、採尿容器等に貼付する受診者ラベル（氏名・

校名・学年・性別）を作成し、指定する日までに各学校へ納品すること。 

キ．１校当たりの回収日は、二次検査を含め３日間（３回）とする。さらに、予備回収日

を２日間（２回）程度設けることとするが、こちらの回収場所は、名張市教育委員会

事務局とする。 

ク．定められた回収日以外で検査が発生した児童生徒がある場合、検査を実施すること。

ただし、検体は受注者施設に直接持参すること。 

ケ．検体の回収日程については、名張市教育委員会事務局及び各学校と十分に協議・調整

を図ったうえで定めることとする。 

コ．本検査により知り得た個人データについては、個人情報の保護に関する法律およびこ

れに基づくガイドライン等に基づき、適正に管理すること。また検査結果を含む検査

にかかる個人情報を第三者に漏らしてはならない。 

サ．この仕様書に記載のない事項及び疑義が生じた場合については、名張市教育委員会事

務局と協議のうえ決定するものとする。 



別紙

児童生徒尿検査　予定数量

一次 クラス数 二次検査有無 備　考

名張小学校 413 13 有

蔵持小学校 174 6 有

薦原小学校 95 6 有

比奈知小学校 234 9 有

美旗小学校 330 12 有

箕曲小学校 81 6 有

錦生赤目小学校 161 6 有

桔梗が丘小学校 439 14 有

桔梗が丘南小学校 214 8 有

桔梗が丘東小学校 206 7 有

つつじが丘小学校 516 16 有

すずらん台小学校 134 6 有

梅が丘小学校 287 11 有

百合が丘小学校 363 12 有

14校 小学校計 3,647 132

名張中学校 513 13 有

赤目中学校 343 9 有

桔梗が丘中学校 519 14 有

北中学校 296 9 有

南中学校 321 9 有

5校 中学校計 1,992 54

19校 小中学校計 5,639 186 170

＊二次については、一次で蛋白・潜血の陽性判定を受けた者につき全体数量のみを記載

学校名

毎年、同数とする





個人情報の取扱いに関する特記事項 

 

（趣旨） 

第１条 この個人情報の取扱いに関する特記事項（以下「特記事項」という。）は、契約約款の特記事項

として、本市の個人情報を取り扱う業務（以下「個人情報取扱業務」という。）の契約に関する個人情

報の取扱いについて、必要な事項を定めるものである。 

（定義） 

第２条 この特記事項における用語の意義は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。

以下「法」という。）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成 25年法律第 27 号。以下「番号法」という。）及び名張市情報セキュリティに関する規程（令和 4年

名張市規程第 4号）において使用する用語の例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

（１）委託業務 この契約による業務をいう。 

（２）個人情報保護責任者 委託業務による個人情報の取扱いの責任者をいう。 

（３）作業従事者 委託業務に従事する者をいう。 

（基本的事項） 

第３条 この契約により発注者から業務を受託し、個人情報を取り扱う者（以下「受注者」という。）は、

法、番号法、名張市個人情報保護法施行条例（令和 4 年条例第 16 号。以下「条例」という。）、その他

関係法令及び名張市セキュリティポリシーを遵守し、委託業務を通じて知り得た個人情報の保護の重

要性を認識し、発注者の業務に支障が生じることがないよう、委託業務を履行するために必要な個人

情報を適切に取り扱わなければならない。 

２ 受注者は、委託業務に関して知り得た個人情報を発注者の承諾なしに他人に知らせ、又は不当な目

的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

３ 受注者は、個人情報の漏えい、滅失、毀損、紛失、改ざん又は盗難の防止その他の個人情報の安全

管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

（個人情報の適正処理等） 

第４条 受注者は、委託業務を履行するために利用する個人情報について、次の各号の定めるところに

より、適正に処理及び管理を行わなければならない。 

（１）個人情報の受渡しは、発注者が指定した手段、日時及び場所で行うものとし、受注者が個人情報

の引渡しを受けた場合は、発注者に受領書を提出すること。 

（２）個人情報の保管場所には、安全かつ厳重に格納できるよう必要な措置を講ずること。 

（３）委託業務の処理に関連する施設については、入退室管理の措置を講ずるとともに、個人情報の管

理に関し安全を確保するための措置を講ずること。 

（４）個人情報を管理するための台帳を整備し、責任者、保管場所その他の個人情報の取扱いの状況を

当該台帳に記録すること。 

（責任体制の整備等） 

第５条 受注者は、この契約による個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、そ



の体制を維持しなければならない。 

２ 受注者は、個人情報保護責任者及び作業従事者を定め、書面により契約から７日以内に発注者に報

告しなければならない。 

３ 受注者は、前項の個人情報保護責任者及び作業従事者を変更する場合は、あらかじめ発注者に報告

しなければならない。 

（監督及び教育の実施） 

第６条 受注者は、委託業務の適切な履行について、個人情報保護責任者及び作業従事者を管理・監督

しなければならない。 

２ 受注者は、個人情報保護責任者及び作業従事者に対して、在職中及び退職後において、委託業務に

関して知ることができた個人情報を他に漏らしてはならないこと、契約の目的以外の目的に使用して

はならないこと、法及び番号法に定める罰則規定並びに本特記事項において従事者が遵守すべき事項、

その他委託業務の適切な履行に必要な事項について、研修等の教育を実施しなければならない。 

（作業場所等の特定） 

第７条 受注者は、この契約による個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）とその移送方

法を定め、書面により発注者に報告しなければならない。作業場所及び移送方法を変更するときも同

様とする。 

２ 受注者は、発注者の業務所内に作業場所を設置する場合は、個人情報保護責任者及び作業従事者に

対して、身分証明書を常時携帯させ、名札等を着用させて業務に従事させなければならない。 

３ 受注者は、個人情報保護責任者及び作業従事者に対し、作業場所に私物を持ち込み、個人情報を扱

う作業を行わせてはならない。 

（収集の制限） 

第８条 受注者は、委託業務を履行するに当たって個人情報を収集するときは、その目的を明確にする

とともに、委託業務を履行するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければな

らない。 

２ 受注者は、委託業務を履行するために個人情報を収集するときは、発注者が指示した場合を除き、

本人から収集しなければならない。 

（目的外利用等の禁止） 

第９条 受注者は、委託業務に関して知り得た個人情報を、発注者の書面による事前の承諾を得ること

なく、委託業務を履行する目的以外の目的で利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（複写及び複製の禁止） 

第１０条 受注者は、委託業務に関する一切の個人情報を、発注者の指示又は承諾を得ることなく複写

し、又は複製してはならない。 

（持出しの禁止等） 

第１１条 受注者は、発注者が指示した場合を除き、個人情報を所定の作業場所以外に持ち出してはな

らない。 

（再委託の禁止） 

第１２条 受注者は、委託業務に関して個人情報を自ら取り扱うものとし、発注者が承諾した場合を除



き、第三者に取り扱わせてはならない。また、発注者の承諾を得て、受注者が個人情報を取り扱う業

務を再委託する場合には、再委託の受注者は、本特記事項に基づき必要な措置を講ずるものとし、再々

委託を行う場合以降も同様とする。 

２ 受注者は、個人情報を取り扱う業務を再委託する場合又は再委託の内容を変更する場合は、あらか

じめ次の各号に規定する項目を記載した書面を発注者に提出して前項の承諾を得なければならない。 

（１）再委託する業務の内容 

（２）再委託先 

（３）再委託の期間 

（４）再委託が必要な理由 

（５）再委託先に求める個人情報保護措置の内容 

（６）前号の個人情報保護措置の内容を遵守し、個人情報を適切に取り扱うという再委託先の誓約 

（７）再委託先の監督方法 

（８）その他発注者が必要と認める事項 

３ 受注者は、個人情報を取り扱う業務の再委託を行ったときは遅滞なく再委託先における次の事項を

記載した書面を発注者に提出しなければならない。 

（１）再委託する業務の内容 

（２）再委託先 

（３）再委託の期間 

（４）再委託先の責任体制等 

（５）再委託先の個人情報の保護に関する事項の内容及び監督方法 

（６）その他発注者が必要と認める事項 

４ 受注者は、前項の内容を変更する場合は、事前に書面により発注者に報告しなければならない。 

５ 受注者は、個人情報を取り扱う業務の再委託を行った場合、再委託先にこの契約に基づく一切の義

務を遵守させるとともに、受注者と再委託先との契約内容にかかわらず、発注者に対して、再委託先

による個人情報の処理及びその結果について責任を負うものとする。 

６ 受注者は、再委託を行った場合、その履行状況を管理・監督するとともに、発注者の求めに応じて、

管理・監督の状況を発注者に適宜報告しなければならない。 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第１３条 受注者は、委託業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる場合は、

正社員以外の労働者に本特記事項に定める一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 受注者は、発注者に対して、正社員以外の労働者による個人情報の処理に関する結果について責任

を負うものとする。 

（個人情報の返還、廃棄又は消去） 

第１４条 受注者は、委託業務を履行するために発注者から引き渡され、又は自らが収集し、若しくは

作成した個人情報について、業務完了後、発注者の指示に基づいて個人情報を返還、廃棄又は消去し

なければならない。 

２ 受注者は、前項の個人情報を廃棄する場合、その記録媒体を物理的に破壊する等当該個人情報が判



読、復元できないように確実な方法で廃棄しなければならない。 

３ 受注者は、個人情報を廃棄又は消去したときは、廃棄又は消去を行った日、個人情報保護責任者名

及び廃棄又は消去の内容を記録し、書面により発注者に報告しなければならない。 

４ 受注者は、廃棄又は消去に際し、発注者から立会いを求められた場合は、これに応じなければなら

ない。 

（点検の実施） 

第１５条 受注者は、発注者から委託業務に関する個人情報の取扱いの状況について報告を求められた

場合は、個人情報の取扱いに関する点検を実施し、直ちに発注者に報告しなければならない。 

（検査及び立入調査） 

第１６条 発注者は、委託業務に関する個人情報の取扱いについて、本特記事項に基づき必要な措置が

講じられているかどうか検証及び確認するため、受注者及び再委託先等に対して検査を行うことがで

きる。 

２ 発注者は、前項の目的を達するため、作業場所を立入調査することができるものとし、受注者に対

して必要な情報を求め、又は委託業務の執行に関して必要な指示をすることができる。 

３ 受注者は、発注者から前２項の指示があったときは、速やかに、これに従わなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第１７条 受注者は、委託業務に関する個人情報について、火災その他の災害、漏えい、滅失、毀損、

紛失、改ざん、盗難、破壊、不正な利用その他の事故が発生したとき、又は発生するおそれがあるこ

とを知ったときは、速やかに、発注者に報告し、発注者の指示に従わなければならない。 

２ 受注者は、前項の場合において、次の各号に定める事項を行わなければならない。 

(１) 直ちに被害を最小限に抑えるための措置を講じること。 

(２) 発注者の求めに応じて、当該事故の原因を分析すること。 

(３) 発注者の求めに応じて、当該事故の再発防止策を策定し、実施すること。 

(４) 発注者の求めに応じて、当該事故の経緯等の記録を書面で提出すること。 

３ 受注者は、第１項の場合に備え、同項及び前項に定める報告等必要な事項を速やかに行うことがで

きるよう、緊急時連絡体制を整備しなければならない。 

４ 受注者は、発注者と協議のうえ、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可能な限り

当該漏えい等に係る事実関係、発生原因及び再発防止策の公表に努めなければならない。 

（契約の解除及び損害の賠償） 

第１８条 発注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、受注者に対してこの契約の解除及び損害

賠償の請求をすることができる。 

(１) 委託業務を履行するために受注者、再委託先又は再々委託先が取り扱う重要情報について、受注

者、再委託先又は再々委託先の責に帰すべき理由による漏えい、滅失、毀損、紛失又は改ざんがあっ

たとき。 

(２) 前号に掲げる場合のほか、特記事項に違反し、委託業務の目的を達成することができないと認め

られるとき。 










